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く推進性能部＞

船体表面からの空気吹き出しによる船尾変動圧力の低減

Reduction of Pressure Fluctuations Induced by 

Cavitating Propellers due to Air Injection through the 

Hull at the Stern of a Ship 

藤沢純・、右近良学、「藤逹郎

平成 11年11月

西部造船会会報、第99号

近年、物流コストの低減やモーダルシフト推進の観

点からフェリーの大）利化と高速化に関心が集まってい

る。しかしながら、この種の船は吃水が浅く、 1軸 ‘1i

たりの馬）Jが大きく、また、拠展開面積比が制限され

る可変ピッチプロペラ (CPP;Controllable Pitch 

Propeller) が用いられるため、プロペラ猟Ihi上の大1,・・

においてキャビテーションが発牛し、推｝J低 1<

(Thrust Break-Down) が避けられない条件でプロペラ

が使用されるケースが想定される。この様な作動条件

はトランス・キャビテーション (TC;Trans-Cavitation) 

状態と呼ばれる。

また、この種の船のプロペラ軸は船休流れに対して

傾斜し、かつ、ボッシングやブラケットからの伴流も

あり、非定常キャビテーションとなる。このため、船

尾変動圧力が格段に大きくなることが避けられない。

大きな船尼変動｝j→—.)J が発牛すると、これが起賑｝J とな

って船体を振動させ、船休構造部材に亀製を発生させ

たりするので安全 l望．の間題を牛じるばかりでなく、船

休補強をすると経済l望．の間題に発展する。また、フェ

リーの場合は旅客船としての乗り心地の確保も重要な

課題となり、低振動化対策が要求される。

この船尼振動を設叶時に軽減する方法としては、船

尾伴流の均＾化などの船刑改良、キャンバーや）［）J分

布などのプロペラ形状の最適化の他、 ．．重反転プロペ

ラなどの新形式プロペラの採ltlなどが衿えられる。し

かしながら、設叶時の軽減法が打効でない場合や採lll

できない場合には、 ll如汁後に軽減する）j法として船｝じ

に喉気タンクを設附する方法や闘次船Jピ振動を低減す

るためのプロペラの 1：流からプロペラ面内へ喉気を吹

き出す力法が提案されている。

本論文では、船体の卜祉tの船休表面から咲気を吹き

出し、プロペラ直l：の船休衣[fliとプロペラとの間に笠

気料を形成し、プロペラやキャビテーションが誘起す

る船尾変動圧力が船体に伝わらない様に減哀させる）j

法の有効性を調べた。このため、キャビテーション水

槽において校刑船を収付けて、プロペラにキャビテー

ションを発牛させ、空気の吹き出し愉を変化させて船

尼変動II: }Jを叶測した。幾つかのプロペラについて模

刑実験を行い、船体表面に喉気層を形成する方法は変

動II:.）J振輻を吹き出し贔に比例して 1/3~ 1/8程度に大

輻に減哀する効果があることが分かった。なお、空気

吹き出し法の改善が必要である。

マイクロバブル法による流体摩擦抵抗の低減

Reduction of Skin Friction Using Microbubbles 

児じ良咀

平成 12年7月

混相流シンポジウム 2000溝演論文集

マイクロバブルによる船舶の摩擦低減の研究の現状

を、ヽ Iir折で行った実験結果を中心に紹介した。

まず、典咽的な摩招抵抗低減デバイスであるリブレ

ットが船舶に適していないこと、また逆に、マイクロ

バブルが船舶の摩擦抵抗低減デバイスとして、低減効

呆が大きい、汚損につよいなどの点で適していること

を小した。そして、マイクロバブル実験のために作ら

れた [ll]流水槽をlllいて行われた陥礎的研究の結果をポ

した。マイクロバブルによる摩擦低減は摩擦センサー

をltlいてlil測され、摩擦低減効呆は、気泡発生ltl空気

祉の増｝Jl）とともに増大し、流速の増加とともに減少し

た。摩擦低減効果は、破近傍の見所的なボイド率と強

い相関をもつことが分かった。

次に、曳航水槽において、長さ 12m、20m、40mの

平板船を lilいて行われたいくつかの大刑実験結果をホ

した。それらの実験では、小刑の1[1］流水槽を几jしヽ た実

験で得られたよりも大きな摩擦低減効果が得られ、さ

らに大きなスケールである実船における実li]性につい

て期待できる結呆となった。この原［大］の 1つは、注人

気泡による摩掠低減効呆が、注人後もかなり長い間持

続することである。また、特殊撥水性をもった表面を

ltlいると供給‘/1竺気量が低減できるという実験結果も紹

介した。

最後に、マイクロバブルによって摩擦抵抗が低減す

るメカニズムについて、多孔質板と配列多孔板といっ

た気泡発生方法の違いと抵抗低減効呆の関係、海水と

清水とでは気泡の牛成の様fが悦なること、壁乱流と

気泡分布状態との関連性などについて、いくつかの息

見を述べた。

(227) 
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A Comparative Study of Zero-and One-Equation 

Turbulence Models for Ship Flows 

船体まわり流れに適用した0ならびに

1方程式乱流モデルの比較研究

平田信行、日野孝則

平成 12年9月

関西造船協会誌

CFD（計算流体力学）の飛躍的な発達に伴い、直進

する船の抵抗を精度良く求めることが可能になってき

た。しかし、タンカーのような太った船の後流が高精

度に推定できる乱流モデルは未だ確立されておらず、

CFDを用いた船体との干渉を考慮した推進器の性能評

価は充分ではないというのが現状である。これは、

Baldwin-Lomaxモデルに代表される低次の乱流モデル

を用いると、船尾での渦動粘性係数が実験に比べて過

大評価されるためである。

本研究では、 1方程式SA(Spalart-Allmaras)乱流モ

デルの生成項に修正を施し、従来の低次の乱流モデル

を用いた数値計算結果や実験結果との比較を行なった。

なお、用いたNSソルバーは当所で開発したNEJYTUNE

コードである。結果は下図に示すように、今回提案し

た修正SA乱流モデルは、肥大船に特有な船尾フック形

状が再現できており、本修正モデルが有用であること

がわかった。

Measured. 
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図： SR196Aタンカー船型のプロペラ面における wake

分布（上側）と面ベクトル分布（下側）

(228) 

く機関動力部＞

Combustion of Hydrogen in Hydrogen Combustion 

Gas Stream and Its Characteristics or Emissions 

水素燃焼ガス中における水素再熱及びその排出ガス特性

春海一佳、平岡克英、井亀 優、城田英之

平成 12年10月

Proceedings of 6th International Symposium on Marine 

Engineering 

温室効果ガス低減、窒素酸化物低減等に見られるよ

うに、地球環境保全が人類にとって大きな課題となっ

ているが、その解決策として燃焼技術の改善、石湘に

代わる燃料の活用等があげられる。

本研究では、石油代替燃料を利用し極めて低いNOx

排出特性を有する低環境負荷燃焼器の設計指針を得る

ため、実験用燃焼装置を用いて水素やメタンを燃焼さ

せ、それらの燃焼特性を調べた。特に、再熱サイクル

ガスタービンの再熱器への各種燃料の利用を想定し、

約 1200℃までの水素ー空気燃焼ガスを発生できる高温

風洞を使って、高温燃焼ガス中での水素及びメタンの

噴流拡散燃焼（再熱）を行い、このような再熱器の燃

焼効率及びNOx排出特性を調べた。

本報告では、高温の水素ー空気燃焼ガス中での水素

及びメタンの噴流拡散燃焼時の燃焼効率、再熱による

NOx濃度及びNOx/NOx比の変化、水素添加によるメ

タンの燃焼効率改善効果等について述べている。

水素ー空気燃焼ガスを用いた高温風洞において、水

素及びメタンの高温燃焼ガス中での噴流拡散燃焼を行

い、燃焼効率及びNOx排出特性等を調べた結果、以下

のことが分かった。

l) 再熱により燃焼ガス中の NO/NOx比が減少するこ

とが確認された。この傾向は再熱温度が低い場合、

及びメタンが不完全燃焼する場合に顕著であった。

2) メタンは水素に比べて、再熱温度を高くしないと燃

焼が悪くなるが、水素を添加することにより、再熱

器の燃焼効率を改善できる。

3)再熱部の EINOx値は、燃焼効率が98％以上の場合、

メタンの存在により大きくなる。
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日本の舶用主機の製造工程における LCI解析

Application of Life Cycle Inventory Analysis to 

Manufacturing Process of Marine Main Engine in Japan 

城川英之、平岡克英、亀III近弘、木）恥 洸

平成 12年10月

第6[11]マリンエンジニアリング11:|［祭会議f稿集

近年、様々な地球的規模の環境汚染間題が社会的に

取り l：げられるようになってきている。また、製品の

ライフサイクルにわたる環境への影評を↓評価する環燒

マネジメントの•手法である LCA (ライフサイクルア

セスメント）が、国1繁標準1S014000とともに）〉信業界に

広がり始めている。日本で製造する製品の評価に対し

てLCAを適用する際には、船舶による輸送を衿慮する

必要がある。これは、製品を製造する 1祭に使lllされる

犬然資源の大部分が海外から船舶によって輸人されて

いるためである。

LCI（ライフサイクルインベントリ）解析とは、対象

とする製品システムに対するライフサイクル合体を通

しての人出力のまとめや定贔化を行う、 LCAのじ要な

構成段階である。著＾•者らは、船舶による輸込のプロセ

スデータを得る下法を確立することを目的として、素

材の生廂から解体に代るまでの船舶の LCI解析を進め

てきた。

日本における船舶の建造［程では、舶ltli:．機・機1凡l

補機及び艤装品は製造されておらず、他のメーカーか

ら完成品を購人して据え付けているというのが現状で

ある。これらの製造［・.程は、船舶の建造］才聞とは大き

く異なっている。このため、舶llli:．機の製造［．．程で使

lllされるエネルギーや素材といった人）J、製晶や廃窮

物、排出物といった出力も、船舶建造の場合のそれと

は大きく異なっているものとぢえられる。また、舶）Il

じ機は機閃補機や艤装品と比較すると［贔やサイズが

より大きく、より多くの部品から構成されている。杓

者らはこうした観点から、舶llli:．機の製造 l^程につし、

ては船舶の建造 lオ程とは別途検閥することとした。

許者らはまず最初に、数杜の舶lIlt機製造［場を対

象とした間き収り澁］介を実施し、舶lllt機の LCI試鮒

析を行った。その結呆、クランク q軋「かのような舶Jlli汁晟

のi：要部品をはじめとする鋳鍛鋼，1,1＼については、舶Jlll••• 
機製造 l~場では製造されていないことかわか/)た。そこ

で著者らは次に、 tにクランク軸を製造している鋳鍛

鋼部品製造［場を対象とした聞き収り調介を実施した）

これらの調在に陥づいて日本における舶）lli:．機製造

に関する LCI解析を行い、以ドのような結論を得た。

(1 l1i"!り：の結呆、舶 lill•^．機のモデルエンジン•機を製造

する際に発牛する CO"の総祉は約 1,100(ton) とな

る。その約 90(％)は、鋳鍛鋼部品、鋼板、購人完

成品及びその他の部品を含むぷ材の製造段階で発牛

している。舶月li:．機製造［．且場から発牛する CO」贔は

総排出址の約 10(％)程度である。舶用｝：機製造l→.

場から発牛する CO』のうち、ほぼ95(％)が試連転

I~程で発牛してしヽる。また、機械り[l l. ^  l ̂^ 程、紺立l:

利における CO:c排出贔は、それぞれ約 5(%)、約 l

（％）程／文である。

(::!)LCI解析を舶lIll：機にうまく適lljするためには、 (a)

舶lllt機を構成している鋳鍛鋼部品、鋼板等の重贔

割合を［場で明確に把握すること、及び (b) これら

の素材、とりわけ鋳鍛鋼部品に関する信頼性のある

インベントリデータを人手することが最も重要である。

(229) 
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＜材料加 l．．部＞

溶接継手の疲労寿命に及ぽす荷重履歴の影響

Effect of load history on fatigue life of welded joint 

松岡札＇：、高橋ム比占、植松進、牛嶋通雄

平成 12年11月

日本造船学会論文集 第188号

船舶の積み荷状態による平均）、し力の変化が疲労き裂

発生屈命に及ぼす影胃を明らかにするために、角阿し

溶接継手を ltlいた 3シリーズの疲労試験を実施した。

試験糾呆について靡価応力による検壮を行い、以 Iヽりの

結11詞を得た。

l.残留応）Jと降伏条件を者慮した最大）、し）Jを用いる等

価応力による疲労き裂発生寿命のn平価法（修正MIL-

HDBK-5法）は、構造的な応力集中がある角 [ll]し溶

接継手についてもイ［効である。

2.しかし、上出寿命推定に構造的応）J集中のない柚す

み肉溶接継手の疲労試験結果に悲づく定数を川いた

場合、平均応力が引張の場合には実験により得られ

たき災発牛j‘f命は拙定値より短寿命側に、 JI—:．縮の場

合には長）、f命側に分布した。この位迎は、 5%ドロ、ノ

プ法によるき製検出（き裂深さ 1mm程度）までのき

災進展炸命の差に起因すると苔えられる。

また、 1,r:」屯履歴の影臀については以卜.の結論を得た。

3.最大）心）Jl 70MPa と最小応）J —170MPa の 2 種類の荷重

ブロックを交l［に負1闘した場合には、苔災発ItJ、f命

と破［祈奸命は共に平均寿命が引張のそれらのほぼ2

1魯となった。このことは桔み荷履歴による平均応力

が正負、大きく変動する場合には、平均応））が圧縮

となる柏み葡伏態での疲労担似が非常に小さく、無

視で苔ることをぷ唆する。

4.疲労き裂発生奸命に関しては、この荷屯／復胚効果は

き裂•発生箇所である溶接l上端部の残留応力の変化で

況明でぎる。すなわち、平均応力がりI張の1尉爪ブロ

ノクで溶接残留応力が緩和され、それに続く圧縮の

1,1;i屯ブロックでは化端部の最大），し）Jが低卜^したた

め、累積損傷の堺｝Jl]が少なくなった。

(230) 

く装備部＞

リモートセンシングの開発研究

Development of remote sensing of oil slick surveillance 

lll犀 進

平成 12年7月

海上防災 2000年7JJり

ナホトカけ『故以降の我が[t.:lの油流出'li故に対応し

た研究の翡］として、判所で間発している蛍光ライダ

ーによる汚染監視技術と現状を紹介したものであるぃ

従来、湘汚染の探介には、 11［視、赤外、マイクロ波

など試みられて苔たが、条件の厳しい防除現場に活Jij

されるには、木だ克服しなければならない諜題がJl̂／iit

に多い。油漂流位悩の叶算f測もぶみられているか、

防除現場に精度の高いf測情報を提供するには、さら

に改善が必要とされている。漂流湘の位i料を実時間れり

報として提供できれば、 f測精度も大輻にIilll：させる

ことがで苔るであろう。

開梵中の蛍光ライダーは、現場阿きのコンパクトな

装附である。紫外線レーザ照射で牛ずる袖J:Ihiの貨光を、

バンドパスフィルター、高速ゲート採作付苔イメーシ

インテンシファイアと CCDを用いて実時間圃像として

測定するものである。最祈技術を収り人れて、ライダ

ーとしては約 43kgと極めて軽贔：であり、小 J['・！

(1 Omj/ pulse) のYAGレーザの 31存波 (355nm) をltlい

て、昼間介効観測距離は約350mと推定される。

成分識別には、レーザ誘起徴光を lllいた。物質特fi

の蛍光特‘l‘Itである、スペクトルと誡哀の特徴を利J11し

て、フィルターとゲート時間操作により、油柿やさら

に詳細な成分識別を行う。また、 ‘{IIIll仇厄さ壮測に必＇炭

な媒休の消散係数を、光路卜.の光強度分布圃像から測

定する実lfl的な力法も提案した。

製作したプロトタイプを航布機と船舶に招戟し、）店

本的な機能が有効に動作することを実証した。ビーチ

クラフト機をJ廿いた飛行実験（高度 1000ft、150knots)

では、風屎の写る広角両像の中でレーザ照射スポソト

を実時間で追跡で苔た。また、このシステムは観測位

置を GPSを用いて地図卜にポす機能をもっており、広

域観測に行効であることをぷした。
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くシステム技術部＞

船舶信頼性データベースによる

舶用電気電子機器の故障解析

Failure Analysis of Marine Electric and Electronic 

Equipment by Ship Reliability Database System in Japan 

桐谷伸火、橋本武

平成 12年11月

第4lnl国際船舶直［．．技術学術会議溝演集

近年のコンピュータ技術を初めとする軍気‘Iじf技術

の飛躍的な進歩に呼応して、船舶搭載機悩の‘ぷ気直 jべ

化もまた大きく進展し、史に加速的に迎められようと

している。このような変革は、船舶の目動化や少人数

化などによる効率‘|、生や安令性のIf,J I'.．に省りするものと

なっているが、前提となるものは搭載機謀の翡イけ頼‘VI:．

であることはげうまでもない。現状の連航休制におい

て、機械系機悩に対する保令作業能力には高いものが

あるが、直気‘1じ f•系機悩の故障や機能不良への対処能

力は決して充分ではなく、 •度故間が発 I卜すると大き

な修復作業1：数が投人されている現実か存在している。

そこで船舶搭載の虚気‘fじf•系機悩に注 II して、イげ頼性

情報データベース (SRICDatabase System) が持つい

頓 I‘牛データを利lllした故障鮒析とイけ頓I‘’l:.Iif価を実施し

た。 SRICは、［船舶信頼‘It調介委員会」 (1981~ 1992 

年）によって実施された舶lll機淵のイ丘頼‘It調在に関す

る調介研究活動の成呆のひとつとして構築されたデー

タベースであり、舶）Il機悩の故樟発牛や警報発牛に杖l
わるフィールドデータ約 llh4700件を飢柏したもので

ある。

最新のSRICデータの統叶解析結呆 (1981~ 1999年）

によれば、全機謡故障に対する這気氾 j’・系機監故I靡の

割合は約 28[％]の多数であり、発牛割合はほぼうに

の傾向を持っていることが川らかとなった。特徴的な

発牛傾向としては、 ‘1じ気系機器故障から虚 j’・系機悩故

障への移行が見られ、 4守に辿隔採縦装附やコンピュー

タなどの故障が近年において凱沢なものとなっている。

また多変州解析の結果・、故I節の質と贔そして連航への

影臀に依存する 3つの[Klj’・ により評価することができ

ることが明らかとなった。全期間統けによって求めら

れ た虚気軍 f系 機器故 1硲の平均故 1硲半は 2. 11 7 

[ Case/ 1 OOOHr.］であり、平均故障修復処置 l数は 2.6

[Man*Hr.] である。

<LCA研究グループ＞

Life Cycle Inventory Analysis on FRP Fishing Boat 

FRP漁船のインベントリ分析について

櫻井附男、亀山道弘、木原 洸、久津見都

平成 12年11月

Proceedings of the 4th International Conference on 

Eco Balance 

近年、環境間題への関心が高まるにつれ、 FRP船の

廃窮やリサイクル‘性に対する間題がクローズアップさ

れているが、今後FRP船が環境調和性の要求に応えて

いくためには、全ライフサイクルを通じた環境負術を

＂平価し、改善することが求められる。本研究ではその

手がかりとして、 FRP船の製造及び運航における環境

負佃の概略を把捏するために、過去に製造された FRP

漁船及びその連航の実禎値に晶づいてインベントリ分

祈を実施した。

鮒析の対象とした FRP漁船は総トン数 14トンの外海

ホタテ桁曳き漁船である。 FRP;漁船の使用年数は 20年

とし、期間中のi：・機の交換は 1[lll、船底準装は年 1皿と

した。

FRP漁船のライフサイクルには FRP査材、 t機関の

部品及ひ慮）J、燃料等のエネルギーの生産に加え、

FRPi魚船の製造、使川及び解体牝びにリサイクル方の

ステージが含まれる。しかし、本解析では漁船の製造

及び連航を解析の対象とした。

その結果・、 FRP漁船の製造に関する CO:!排出贔は

57.3 (ton) であった。その内］）-{は、鋼材の生産に係わ

るものが令体の 31 (%)、屯力の牛産が23(%)、ガラス

繊維：の生廂が 18(％）を占めた。部品の製造プロセス

を素材の重州のみで衿慮したため、 CO」はtとして電

カの製造竹；のエネルギー及び素材の製造に関するプロ

セスから排出される結果•となった。

また、連航年数20年での CO"の排出贔は4,840(ton) 

であっ fこその内出は、 î：機関の運転に係わる CO」の

排出が令体の約 92(％)を占め、重油製造の CO」排出

械の 8.4(％）を加えると、連航ステージでのほとんど

令てのCO咀I：出はじ機関の連転に係わるものであった。

したがって、ライフサイクル令1本での CO:d非出凰、

約4,900(ton) の98.8(％)が連航ステージから排出さ

れることがわかった。

(231) 


